
竹原市立認定こども園給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 要旨 

竹原市（以下「市」という）が、竹原市立認定こども園給食調理業務委託の受託事業者

を公募型プロポーザルにより選定するにあたり、必要な事項を定める。 

 

２ 目的 

  竹原市立認定こども園の給食調理業務の実施にあたり、民間事業者のノウハウの活用を

図り、本業務を効率的かつ効果的に運営することで給食の質を維持し、安全でおいしい給

食を園児に提供するため、プロポーザル方式により提案を広く求め、最も優れた提案を行

った者を優先契約交渉業者として選定し、提出された提案書の内容を基に、調理業務を委

託することを目的とする。 

 

３ 業務概要 

⑴ 委託業務名 

竹原市立認定こども園給食調理業務 

⑵ 業務の内容 

   別紙「竹原市立認定こども園給食調理業務委託仕様書」のとおり 

⑶ 委託期間   

令和８年４月１日～令和１１年３月３１日 

⑷ 委託料上限額   

１５８，６１６千円（消費税込み） 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの３年間の合計金額とする。 

 

４ 参加資格 

次のいずれにも該当する団体であること。  

⑴ 広島県又は広島県に隣接する県に営業所等を有している、又は委託期間の開始までに当

該県に営業所等を構えることができ、常に迅速に対応ができること。 

⑵ 安定的かつ健全な経営能力を有し、法人格を有する者であること。 

⑶ 過去３年間において保育所、認定こども園、小学校、中学校における調理業務の実施、

又はその他児童福祉施設における調理業務の実績等を有していること。 

⑷ 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）に基づく営業の禁止又は停止処分を、過去２

年間受けていないこと。ただし、当該処分後の対応、改善策について書面等により適正な

食品衛生対応の確認ができる場合はこの限りではない。 

⑸ 製造物責任法（平成６年法律第８５号）に規定する損害賠償責任を履行するため、生産

物賠償責任保険（PL保険）に加入していること。ただし、未加入であっても契約締結まで

に加入する場合は、参加資格を有するものとする。 



⑹ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

⑺ 令和７年９月１日時点で竹原市の競争入札参加資格を有すること。 

⑻ 参加申込日において、法令に基づく営業停止処分及び競争入札参加資格者指名の停止を

受けていないこと。  

⑼ 参加申込日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続きの開始の申立てがなされ

ていない者であること。 

⑽ 竹原市に納付すべき市税の滞納がないこと、並びに国に納付すべき消費税及び地方消費

税を滞納していないこと。 

⑾ 手続き開始の公告の日から契約締結日までの期間において、竹原市の指名除外の措置を

受けていないこと。 

⑿ 竹原市暴力団排除条例（平成２３年条例第１４号）第２条第１号から第３号までに掲げ

る者でないこと。 

 

５ 実施スケジュール 

 

６ 現地視察 

⑴ 実施日 

令和７年７月３１日（木）１５時以降 

※ 認定こども園業務に支障がない範囲の時間帯を健康こども未来課より連絡する。 

※ 希望者多数の場合は、上記実施日以外で日程調整を行う。 

⑵ 留意事項 

ア 現地視察を希望する事業者は、令和７年７月３０日（水）１２時までに、法人名、参

加者氏名（２班編制・各班２人以内）、連絡先、希望施設を竹原市健康こども未来課こ

ども福祉係へメールにより連絡すること。 

イ 日程は調整した後、健康こども未来課よりメールで通知する。 

ウ 現地への移動は事業者で対応すること。 

エ 参加者は、当日体調不良でない者とし、マスク及び帽子を着用し、清潔な服により調

 日程 内容 

令和７年 ７月２５日（金） 募集公示、書類提出受付開始、質問受付開始 

令和７年 ７月３１日（木） 現地視察 ※希望者多数の場合は、日程調整を行う。 

令和７年 ８月 ８日（金） 質問提出期限 

令和７年 ８月１８日（月） 質問回答予定日 

令和７年 ９月 １日（月） 参加申込書類提出期限 

令和７年 ９月１２日（金） 企画提案書類提出期限 

令和７年 ９月２５日（木） プレゼンテーション審査実施 

令和７年１０月 ２日（木） 選考結果通知予定 



理室に入室すること。 

オ 視察時は市の指示に従うこと。 

 

７ 質疑応答  

⑴ 提出方法 

質疑がある場合は、別紙「質問書（様式第１号）」により質問事項を簡潔に記載し、本

書中の「13 資料提出及び問い合わせ先」に電子メールで送信すること。なお、受信確認

のため、送信した際は、電話でその旨を連絡すること。  

⑵ 提出期限  

令和７年８月８日（金）午後５時１５分まで  

⑶ 回答方法 

回答予定日までに質疑提出者に対して電子メールで返信するとともに、竹原市ホームペ

ージに掲載する。  

⑷ 回答予定日 

令和７年８月１８日（月） 

 ⑸ 電話や来訪による口頭での質問や期限を過ぎた質問は受け付けない。 

 

８ 提出方法 

 (1) 提出期日及び提出書類  

ア 参加申込書類  

(ｱ) 提出期日：令和７年９月１日（月）午後５時１５分まで【必着】  

(ｲ) 提出書類：「９(1)参加申込書類」の番号①～⑦  

(ｳ) 提出部数：１部  

イ 企画提案書類  

(ｱ) 提出期日：令和７年９月１２日（金）午後５時１５分まで【必着】  

(ｲ) 提出書類：「９(2)企画提案書類」の番号①～④ 

(ｳ) 提出部数：正本１部、副本６部 

 

(2) 提出先 

本書中の「13 資料提出及び問い合わせ先」に持参又は郵送すること。 

 

９ 提出書類 

⑴ 参加申込書類  

番号 提 出 書 類 様式等 

① 竹原市立認定こども園給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル参加申込書 様式第２号 

② 法人の沿革、事業概要がわかるもの 任意 

③ 法人の定款又は寄付行為の写し（提出日から２か月以内のもの） 任意 



④ 法人の登記簿謄本（提出日から２か月以内のもの） 任意 

⑤ 財務諸表（直近２年分） 任意 

⑥ 
竹原市に対して税の滞納がない証明(納税義務がある業者のみ) 

※ 竹原市物品調達等指名競争入札参加資格登録業者名簿に登録さ
れていない場合のみ提出が必要 

任意 

⑦ 
消費税及び地方消費税の納税証明書 

※ 竹原市物品調達等指名競争入札参加資格登録業者名簿に登録さ
れていない場合のみ提出が必要  

任意 

 

⑵ 企画提案書類  

番号 提 出 書 類 様式等 

① 企画提案書 ※１ 任意 

② 見積書 様式第３号 

③ 見積書の詳細（職員の人件費の内訳、各費目の積算方法等）※２ 任意 

④ その他市が指定する書類 （追加提出を求めた場合のみ）  

※１ 番号①「企画提案書」は、市が求める仕様の内容を考慮し、作成することとし、特に次

の内容について記載すること。また、企画提案書は、Ａ４サイズ両面で３０ページ以内（表

紙は除く）とすること。 

なお、仕様書等に記載している内容以外で、この業務の目的を達成するために有効な提

案があった場合は、評価の対象とする。 

⑴ 法人に関すること  

・ 運営方針及び理念 

・ 同業務、類似業務の受注実績  

⑵ 運営体制 

・ 安定して運営するための体制及び方針（指揮系統の体制、責任者の配置を含む） 

・ 安定して運営するための職員の配置及び勤務体制に関する考え方 

・ 職員の雇用及び処遇に関する考え方（人材確保策を含む） 

・ 人材育成に関する取組（研修計画等） 

・ 危機管理体制（代替人員の確保策、業務の継続性に関する措置等） 

・ 衛生管理に配慮した作業工程や効率的・効果的な調理業務に関する取組 

 ⑶ 衛生・安全管理等に関すること 

・ 事故防止策及び事故発生時の対応 

・ 衛生管理 

・ 防災対策 

⑷ アレルギー等の個別対応に関すること 

・ アレルギー対応に関する考え方 

・ 離乳食や障害児等の個別対応食への提供体制 

⑸ 食育の推進に関すること 

・ 食育に関する考え方 



⑹ 施設等との連携に関すること 

・ こども園、保護者、関係機関等との連携に関する考え方 

⑺ 独自提案に関すること 

・ 実施する独自の取組とその効果  

 ⑻ スケジュールに関すること 

・ 円滑に業務を開始するためのスケジュール 

 

※２ 見積書の詳細については、年度ごとに記載すること。また、消費税及び地方消費税を含

む金額を記載すること。 

 

10 選定方法（公募型プロポーザル方式）  

提出された企画提案書等を基に、市職員等で構成する選定委員会においてプレゼンテーシ

ョン審査を行い、提案内容全般を総合的に評価する。 

評価点の合計点が最も高い事業者を、優先契約交渉業者として選定する。ただし、評価点

が満点の６０％を下回る場合は、失格とする。 

なお、参加事業者が 1者のみでも実施する。 

⑴ プレゼンテーション審査実施方法   

１者あたりおおむね５０分（説明２０分、質疑応答３０分）とする。  

⑵ プレゼンテーション審査実施日程及び会場   

日程 令和７年９月２５日（木）  

会場 竹原市保健センター２階 会議室 （竹原市中央三丁目１４番１号）  

※ 開始時間については、別途通知する。 

※ 市が準備するものは、スクリーン及び延長コードのみとする。 その他機材につい

ては、各自準備すること。  

⑶ プレゼンテーション出席人数  

１者あたり５人までとする。  

⑷ 審査項目  

別紙「竹原市立認定こども園給食調理業務委託に係るプロポーザル審査基準表」に基

づき審査する。  

⑸ 結果通知 

審査結果については、申請書類の提出があった全事業者に書面で通知するとともに、

選定結果について竹原市ホームページに掲載する。 

 

11 契約の締結 

⑴ 契約手続 

優先契約交渉業者と協議の上、地方自治法第２３４条第２項の規定による随意契約によ

り契約手続きを進めるものとする。ただし、次のいずれかに該当し、契約が締結できない

場合は、得点の高いプロポーザル参加事業者から順に契約協議を行うものとする。 



ア 優先契約交渉業者が、地方自治法施行令第１６７条の４に規定する者に該当すること

となったとき。 

イ 優先契約交渉業者が、竹原市から業務委託に係る指名除外措置をうけたとき。 

ウ 優先契約交渉業者が、選定後に虚偽の申し出等により本プロポーザルの参加資格を満

たさないことが明らかになったとき。 

エ 優先契約交渉業者からの見積徴取の結果、契約締結ができないとき。 

オ 優先契約交渉業者が本業務委託契約の締結を辞退したとき。 

⑵ 契約 

本業務の委託契約は、竹原市契約規則（昭和５９年規則第６３号）及び竹原市の業務委

託契約書によるものとする。 

⑶ 失格による契約の解除 

本業務委託契約締結後に、契約者が本プロポーザルの参加資格を満たさないことが明ら

かとなった場合には、契約の解除を行うものとする。 

 

12 その他  

⑴ 企画提案に関する費用は、全て提案者の負担とする。  

⑵ 企画提案に関する資料は、返却しない。  

⑶ 提出書類を受理した後は、内容の追加及び修正はできない。  

⑷ 提出書類は、本プロポーザル以外には使用しない。 

⑸ 実施要領及び仕様書配布後は、健康こども未来課のほか関連部署への営業活動等の情報

収集活動を禁止する。  

⑹ 提案内容に虚偽があった場合は、提案を無効とする。  

⑺ 契約締結日までの間において、「４ 参加資格」の要件を満たさなくなった場合は、契約

の相手方となることはできない。  

⑻ 参加申込後、辞退する場合は、別紙「竹原市立認定こども園給食調理業務委託に係る公

募型プロポーザル参加辞退届（様式第４号）」を提出すること。  

⑼ 提出書類は、著作権法（昭和４５年法律第４８号）第１８条第３項第３号の意思表示が

ない場合、竹原市情報公開条例（平成１１年条例第１５号）に基づく開示が実施されるこ

とがある。  

⑽ 選定結果についての不服及び異議申し立ては認めない 。 

 

13 資料提出及び問い合わせ先  

竹原市市民福祉部健康こども未来課 

〒725-0026 広島県竹原市中央三丁目１４番１号 

TEL 0846-22-7742  FAX 0846-22-7158 

E-Mail kodomo@city.takehara.lg.jp 


